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は じ め に
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( 1 ) Barack Obama and 	Hollande (Press Conference, February 11,
2014), http://www.whitehouse.gov/the-press-office/2014/02/11/press-
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第 1 章では, 米仏の歴史的な関係について, ドゴール政権期, および
サルコジ政権期に焦点を当てて検討する。第 2 章では, 米国のオバマ政
権とフランスのオランド政権の軍事政策について, 外交演説や安全保障関
連文書の分析に基づき検証する。第 3 章では, アフリカにおける米仏両
国の軍事協力について, マリや中央アフリカを事例として考察する。第 4
章では, 中東の安全保障問題を巡る対応について, シリアやイラクを事例










































2007年 5 月, ドゴール派の系譜にある国民運動連合
論
説
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( 4 ) フランスの NATO統合軍事機構復帰については, 小窪千早「フラン




































( 5 ) Nicolas Sarkozy (Discours, 4 avril 2009), https://www.elysee.fr/president
/les-dossiers/defense/otan/strasbourg-kehl-3-4-avril-2009/sommet-de-l-otan-
de-strasbourg-kehl.6606.html (2011年 8 月23日アクセス）
( 6 ) Nicolas Sarkozy and Barack Obama (Joint Press Conference, Strasbourg,
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( 7 ) オバマ政権の軍事政策については, 拙稿「オバマ政権下の軍事的関与
―対テロ, アフリカ政策を巡る一考察―」『法と政治』第65巻第 1 号,
2014年。
( 8 ) リビア軍事介入については, 拙稿「リビアにおける NATOの軍事介
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( 9 ) Barack Obama (Speech, March 28, 2011), http://www.whitehouse.gov/
photos-and-video/video/2011/03/28/president-obama-s-speech-libya-transcript
（2011年12月22日アクセス）
(10) The Washington Post, March 29, 2011. (2013年 3 月12日アクセス)｡
「オバマ・ドクトリン」については, 梅本哲也「オバマ政権の外交・安全
保障政策―ドクトリン, 世界観, 権力政治―」『国際安全保障』第41巻第
3号, 2013年 ; Fareed Zakaria, “Stop Searching for an Obama Doctrine,” The
Washington Post, July 6, 2011 を参照。
(11) Department of Defense, Sustaining U.S. Global Leadership : Priorities for
21st Century Defense, January 2012. http://www.defense.gov/news/Defense_










模については, 現行の28万人から2015年までに 1 万人, 2016年から2019
年までに 2 万 4 千人削減するとの方針が採られた。核戦力については,
独自の政策決定や行動の自由といったフランスの自立のために不可欠であ
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(12) (	
de la Republique), et nationale : Le
Livre Blanc, 2013, http://www.elysee.fr/assets/pdf/Livre-Blanc.pdf (2014年 5
月20日アクセス）
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(14) 『エコノミスト』誌は, フランス政府高官による, 米国の中東地域に
対する関与の低下を懸念しているといった発言を紹介している。The
Economist, May 4,2013.（2014年 5月20日アクセス）



















では, 2013年 3 月の軍事クーデターにより, イスラム教徒を中心とする
反政府勢力セレカの指導者ミシェル・ジョトディア（Michel Djotodia）が
大統領に就任した。ジョトディア大統領は, 同年 9 月にセレカの解散を
論
説
法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 239(1275)
(16) マリ軍事介入については, Isaline Bergamaschi, “French Military
Intervention in Mali : Inevitable, Consensual yet Insufficient,” Stability :
International Journal of Security and Development, Vol. 2, No. 2, 2013 ; Roland
Marchal, “Military (Mis) Adventures in Mali,” African Affairs, Vol. 112, 2013 ;
	Heisbourg, “A Surprising Little War : First Lessons of Mali,”
Survival, Vol. 55, No. 2, 2013 ; 拙稿「フランスのマリ軍事介入―オランド
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(17) 同決議は, フランスの提案によるもので, 既に活動していた中部アフ
リカ諸国経済共同体多国籍軍（MICOPAX）が, 中央アフリカ国際支援ミッ
ション（MISCA）に移行することも決定された。
(18) 	Hollande (Discours, 5 
2013), http://www.elysee.fr/
declarations/article/declaration-a-l-issue-du-conseil-restreint-de-defense-sur-
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とになる｡ 作戦司令部は, チャドの首都ンジャメナ (N’Djamena) に設置さ
れた。サヘル地域の司令部を一本化することによって, 迅速かつ効果的に
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(2014年 7 月29日アクセス）
(21) Center for Strategic and International Studies, February 4, 2014. (2014年
8 月 7 日アクセス)。同地域に関しては, 後述する米仏首脳による共同寄










本章では, 中東を巡る米仏両国の動きについて, シリア, およびイラク
情勢に焦点を当てて検討する。
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(23) Le Figaro, 27 2013. (2014年 4 月26日アクセス）







Monde, 30 2013. (2014年 3 月11日アクセス）
(25) France24, 31 2013. (2014年 3 月11日アクセス）
























る」と論じている。The Washington Post, September 6, 2013. (2014年 3 月11
日アクセス）
(27) Barack Obama (Statement by the President on Syria, August 31, 2009),
http://www.whitehouse.gov/the-press-office/2013/08/31/statement-president-
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(28) 米仏両国は, シリアのアサド政権に対する軍事的な圧力が, 化学兵器
の廃棄という動きに繋がったとの認識を示した。










2014年 6 月10日, ISISは, イラク第二の都市モスル（Mosul）を制圧し,
首都バクダット（Bagdad）に迫るなど, 急激に勢力範囲を拡大する。29
日には, ISISの指導者アブ・バグル・バグダディ (Abu Bakr al-Baghdadi)
がイスラム国家の樹立を宣言し, 組織の名称を「イスラム国」に変更した。













は,「 2 年前に, シリアで政権移行が実現できていれば, イスラム国は存





法と政治 65巻 4号 (2015年 2月) 247(1283)
(31) 『フォックス・ニュース』によると, フランスは欧州諸国の中で, 最
初にクルド人民兵組織に武器供与を行った国となった。Fox News,


































248(1284) 法と政治 65巻 4号 (2015年 2月)
(32) Le Monde, 20 2014. (2014年 8 月26日アクセス）
(33) Barack Obama (Speech, September 10, 2009), http://www.whitehouse.
gov/the-press-office/2014/09/10/remarks-president-barack-obama-address-
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(34) こうしたオバマ政権の動きには, 2014年 8 月以降, イスラム国に捉え
られていた米国人ジャーナリスト 2人が相次いで殺害されたことを受けて,
米国内世論が空爆支持に傾いたことも影響したと考えられる。
(35) Euronews, September 12, 2014. (2014年 9 月15日アクセス）
(36) 国際会議開催の直前, イラクでフランス軍による偵察飛行が開始され
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(37) 	Hollande (
de presse, 18 septembre 2013), http://




(38) Barack Obama (Statement, September 18, 2014), http://www.whitehouse.
gov/the-press-office/2014/09/18/statement-president-congressional-




シリアにおける空爆では, ヨルダン, バーレーン, サウジアラビア, カ
タール, アラブ首長国連邦といった中東諸国も参加した。イラクでも, フ
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(39) Barack Obama (Speech, September 24, 2014), http://www.whitehouse.
gov/the-press-office/2014/09/24/remarks-president-obama-address-united-
nations-general-assembly (2014年10月 1 日アクセス）




いて, ここで包括的に分析したい。まず, 国際政治構造レベルから, 冷戦
体制の崩壊が米仏関係に与えた影響について検討する。
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(42) Politico, February 9, 2014.（2014年 4 月28日アクセス）




































































現下の国際情勢では, 本稿で論じたアフリカ, 中東だけではなく, 他の
地域でも緊張が高まっている。クリミア併合やマレーシア機撃墜事件など,
ウクライナを巡る米欧とロシアの対立は「冷戦の再来」とも称された。ア
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Strengthening of a U.S.-French alliance :
Analysis of Africa and the Middle East area
Kentaro YAMAMOTO
Introduction
1 History of cooperation and confrontation
2 The military policy of the U.S. and France
3 Military cooperation in Africa
4 Cooperation in the Middle East
5 Strengthening of a U.S.-French alliance
Conclusion
In this paper, I consider the U.S.-French relationship, which has been
enhanced. On of the analysis of the bilateral relations during the Cold War
and post-Cold War, and analyzed for the nature of the United States and
France alliance of current. As examples, consider military cooperation in
Central Africa and Mali in the Africa, for response to Iraq and Syria in the
Middle East. By focusing on the background of the intervention and the
purpose of the United States and France over the case of these, to verify the
actual situation of the alliance that closer.
